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はじめに
• 2024年9月9日，欧州中央銀行総裁，イタリア首相を務めたマリ
オ・ドラギによるEUの新たな成長戦略，「欧州の競争力の将
来」（資料-1）が，欧州委員会に提出された

• 総論，各論合わせて400ページに及ぶドラギ報告は，EU経済の
分析と146項目に及ぶ詳細かつ多様な政策を提案している

• 日欧双方で注目を集め，様々な論点について，細分的に検討，
論評されているが，必ずしも包括的とは言い難い（資料-2a，
2b）

• 本講演では，ドラギ報告について，EU経済統合における位置づ
け，分析の特徴，対応策の実現可能性について，包括的に論じ
ていく



資料-1 ドラギ報告の構成



資料-2a ドラギ報告に対する日本での評価

• NHK：競争力強化と温暖化対策の再検討
• 経済産業省：脱炭素化の現実的政策への転換
• 三菱総合研究所：競争力強化投資（共同債を含む）の必要性
• 三菱UFJリサーチ&コンサルティング：補助金など産業支援策，
「ブリュッセル効果」への疑問の提示

• 自然エネルギー財団：経済産業省の「誤読」批判
• JETRO：全般的紹介と財源への懸念



資料-2b ドラギ報告に対する欧州での評価

• 各種産業団体（滝澤，2024）：全般的歓迎と早期実施への期待
• EPC(2024) ：従来認識と変化なし，政治的決断への疑問
• Betbeze (2024)：欧州の生死を左右する重要文書
• Duso, et al. (2024)：テレコム分野での競争政策適用緩和措置
を批判

• Caffarra (2024)：競争政策面での批判に対する反批判，即ち，
主張されているのはより柔軟な競争政策遂行



マリオ・ドラギ（Mario Draghi,1947~）略歴

• アカデミズム出身官僚：マクロ経済学，金融政策の専門家
• PhD Economics, MIT（1977）：指導教官，F. Modigliani, R. Solow
（1985年，1987年ノーベル経済学賞受賞）

• イタリアの大学教授（1975~1994）
• 世界銀行エグゼクティブディレクター（1983~1991）

• Goldman Sacks 副会長（2002~2006）
• リーマン・ショック前にGS退任

• イタリア中央銀行総裁（2006/1/16-2011/10/31）
• 欧州中央銀行総裁（2011/11/1-2019/10/31）

• ユーロ危機時にECB総裁：“Whatever it takes.”
• イタリア首相（2021/2/13-2022/10/22）：

• Technocrat Caretaker



ドラギ報告の概要
• 総論編の構成

1. 現状把握
2. イノベーションギャップ縮小
3. 脱炭素化と競争力強化の共同プラン
4. 安全保障強化と対外依存削減
5. 投資への融資
6. ガバナンス強化



ドラギ報告（１）現状把握
• 米中と並ぶ世界経済三極の一つ
• 三極中で内部格差は小さいが，成長力に陰り（資料-3，4）
• 直面する三つの課題

1. イノベーションギャップ
2. 脱炭素化と競争力改善の総合的対応
3. 安全保障の向上と依存性の縮小

• 社会的包摂への配慮



資料-3 世界の中のEU経済，シェアと格差の現状



資料-4 米中に立ち遅れるEU



ドラギ報告（２）イノベーションギャップ縮小

• 欧州社会モデルを守りながら，AIを含むデジタル技術面での改
善，アメリカへのキャッチアップの必要性（資料-5）

• 原因：
• ミドルテックトラップ，世界的イノベーションクラスター不在，単一
市場の分裂，規制の障壁

• 対応策：
• 共同R&Iプログラム，学術研究機関の創設・統合，イノベーション向
け金融環境整備（資料-6），中小企業も利用可能なコンピューター能
力とネットワーク構築，AI活用のための競争政策からの免除，テレコ
ムネットワーク接続への投資，スキル不足への対応



資料-5 EU労働生産性対米指数(US=100)



資料-6 ステージ別ベンチャー資本



ドラギ報告(３) 脱炭素化と競争力への総合的対応

• 競争力を維持しながらの脱炭素化追求（資料-7）
• クリーン技術面で，中国からの競争に直面（資料-8）
• 高エネルギー価格問題：

• 脱炭素化利益の消費者への浸透遅れ，天然ガス価格の影響，インフラ
整備・許認可の遅れ，戦略的産業政策の欠如

• 対処策：
• 共同調達，共通規則・監視，費用効率的脱炭素化のための金融支援・
許認可短縮・認可過程のデジタル化・一定の免責，EU大での送電網，
EUの意思決定・市場機能強化，クリーン技術製造業の強化，脱炭素化
向け通商政策



資料-7 エネルギー集約度の製造業への影響



資料-8 クリーンテック生産力地域分布



ドラギ報告（４）安全保障強化と依存性の縮小

• 地政学的分裂下における対外脆弱性の現状：
• 平時における過少投資（資料-9），CRMの依存（資料-10），デジタ
ル化を含む包括的EU戦略の欠如，防衛技術発展のための焦点欠如，防
衛産業，宇宙産業における規模の欠如，標準化・互換性の欠如

• 対処策：
• 防衛と防衛産業生産力への支出，経済外交政策，廃棄物循環のための
単一市場，規模・標準化・互換性を目的とした中期的防衛産業政策，
大規模化・集中化した共同R&D基金，宇宙産業のための真の単一市場



資料-9 防衛費対GDP比率（%）



資料-10 CRM産出加工の集中



ドラギ報告（５）投資への融資
• 大規模投資の必要性と（資料-11）民間投資誘導のための財政
インセンティブ（資料-12）

• 低水準投資金融の原因：
• 資本市場の分裂，貯蓄の低水準流入，小規模EU財政

• 投資活性化の対応策：
• 共通安全資産（EU共同債）発行，単一中央債券供託などを含む真の資
本市場同盟（CMU），欧州レベルでの監視を含む銀行同盟，EU財政
の再分配型からイノベーション志向型への移行



資料-11 必要投資追加額（年額，10億€）

投資カテゴリー 2025-2030
エネルギー転換 エネルギー（クリーンテック開発を含む） 300

輸送（充電インフラ句を含む） 150
デジタル技術でリーダーとなるため 450
防衛安保能力強化 50
画期的イノベーションを通じた生産性加速化 100～150
総額（年平均，追加額） 750～800
ECB推計 771



資料-12 民間・政府投資



ドラギ報告（６）ガバナンス強化
• EUにおける機構・機能変更の必要性と三つの課題
1. EU機能の再焦点化：競争力協調枠組みの設立，但し，補完性
原理の厳格な適用

2. EU機能の加速化：特定多数決制適用拡大，EU内の同調加盟
国間協力強化

3. ルールの単純化：規制の負担軽減，EU法単純化のための副委
員長職創設



ドラギ報告の概要（２）詳細各論
• 重点政策10分野(総提案数122,内数)

• エネルギー(22)，重要天然資源(11)，デジタル&先進技術(20)，エネル
ギー集約産業(11)，クリーン技術(10)，自動車(10)，防衛(10)，宇宙
(10)，製薬(9)，輸送(9)

• 分野横断的政策5分野(総提案数46,内数)
• イノベーション促進(7)，スキルギャップ縮小(12)，持続可能な投資(5)，
競争改善(10)，ガバナンス強化(12)

• 詳細な分析と多様かつ多数の提案＝総論部提案の具体化



ドラギ報告の評価

•詳細な分析とそれに基づく具体的多様な対応策の提案
•包括的な評価のための3つの視点

1. EU統合における位置づけ
2. イノベーション認識
3. 対応策の内容と課題



EU統合における位置付け
• 短期的位置づけ

• 第2期von der Leyen欧州委員会（2025~2029）の基本方針との親和性
• 長期的位置づけ

• 危機感共有の触媒効果⇒戦後再建，エレクトロニクス革命乗り遅れ，
東西ドイツ統一，コロナ危機

• 残余世界への対抗⇒対米ソ（1960年代），対日米（1980年代），冷戦
構造崩壊（1990年代）

• 統合進展に帰結⇒ECSC，関税同盟，単一欧州市場，通貨統合，次世代
EU基金

• 三つの危機認識から市場統合，財政統合の推進を提言する戦略
的文書



イノベーション認識（１）
• ドラギ報告におけるイノベーション認識の特徴

• 生産性向上，GX，DXの基盤としてのイノベーション
• disruptive innovation（画期的イノベーション）の強調
• 萌芽期：新技術開発における遜色の無さ
• 商業化段階の課題（1）：ベンチャー資本不足問題
• 商業化段階の課題（2）：EU域内市場における重複規制

• 財政統合，市場統合提案の背景
• 「規模の経済」重視と競争政策の適用緩和
• アメリカ型イノベーションエコシステムの追求



イノベーション認識（２）：見過ごされた論点

•中国イノベーション能力向上に関する分析の欠如
•イノベーションの多様性に対する認識欠如

• cf）シュンペーターのイノベーション5タイプ，非破壊的イ
ノベーション，漸進的イノベーション，ジェンダー制約

•創造的破壊の「破壊」を軽視し，格差拡大懸念の看過
• 「破壊」される産業，労働者からの反発がイノベーション波
及過程を制限

•イノベーションの社会的波及過程への配慮不足
• 各論第2部第1章「イノベーションの加速化」29頁中，6行の
み



対応策の内容
• 投資喚起策としての市場統合，財政統合

• 追加投資必要年額：7500-8000億€，対GDP比4.4-4.7％
• 市場統合の推進＝投資環境改善

• 基準規格の統一，特に，CMUと防衛産業
• 規制の削減，緩和

• 財政統合の推進：民間投資の呼び水
• EU財政規模拡大
• 共同債の継続的発行
• 再分配よりイノベーション集中化を優先

• 危機の強調によるEU統合の推進



対応策の課題（１）政治状況
• EUを巡る政治情勢の困難さと不確実性
• EU域内の政治状況

• 反EU国の存在 cf）ハンガリー，スロバキア
• 統合主導国における政治的不安定性 cf）ドイツ，フランス

• 米欧関係の影響
• アメリカ対欧政策の不確実性
• アメリカ対中政策の副作用としての中国の対欧輸出拡大の可能性
• 中東欧における西欧よりアメリカへの依存



対応策の課題（２）地政学，経済地理学
• EU経済統合推進のための政治的合意を阻害する要因
• 地政学的影響の域内非対称性

• 地政学的脅威に対する緊迫感の相違 cf）東欧vs南西欧（資料-13）
• 対中deriskingの相違 cf）製造業vs観光業&ラグジュアリー産業

• 経済統合に伴う社会的動揺
• 経済統合に伴う構造調整の地理的影響（資料-14a）
• 地理的格差の深刻化（資料-14b）
• 再分配型対応策の重要性 cf) 単一欧州市場と結束基金



資料-13 NATO加盟国の防
衛予算（対GDP比率）
2014－2024比較

• 防衛費拡大国
• ポーランド，バルト北欧6か国

• 防衛費2％未満，低伸び率
• スペイン，スロベニア，イタリ
ア，ポルトガル



資料-14a 一人当たりGDP地方順位（EU27＝100）
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資料-14b一人当たりGDP地方順位（EU27＝100）
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対応策の課題（３）投資喚起策
• 投資喚起策に伴う三つの課題
1. 共同債の継続的な発行

• 財政スタンスの加盟国間相違（資料-15）
• NGEU基金の成果の相違 cf）イタリア・スペインvsドイツ

2. EU財政拡大
• 産業支援策の危うさ cf）ASML成功 vs Northvolt倒産
• 再分配機能縮小を伴うEU財政拡大の危険性

3. CMUを含む市場統合
• 市場統合と競争政策適用緩和の矛盾
• 経常収支黒字＝貯蓄過剰（＞投資）問題（資料-16）
• 「ブリュッセル効果効果」と「オリンピック効果」への期待と「ウィ
ンブルドン効果」の懸念



資料-15 EU加盟国の財政収支対GDP比率（2023）

EU
Euro
area

Den
mark

Cypr
us

Irela
nd

Port
ugal

Neth
erlan

ds

Swe
den

Lithu
ania

Luxe
mbo
urg

Croa
tia

Gree
ce

Bulg
aria

Latvi
a

Slov
enia

Ger
man

y

Austr
ia

Esto
nia

Finla
nd

Spai
n

Czec
hia

Belgi
um

Malt
a

Slov
akia

Pola
nd

Fran
ce

Rom
ania

Hung
ary

Italy

2023 -3.5 -3.6 3.3 2.0 1.5 1.2 -0.4 -0.6 -0.7 -0.7 -0.9 -1.3 -2.0 -2.4 -2.6 -2.6 -2.6 -2.8 -3.0 -3.5 -3.8 -4.2 -4.5 -5.2 -5.3 -5.5 -6.5 -6.7 -7.2

-8

-6

-4

-2

0

2

4
対GDP比率，％



資料-16 EU加盟国の財サービス貿易収支と対GDP比率（2023）
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むすびにかえて
• ドラギ報告は，マクロ経済学者，兼，稀代のテクノクラートであるマリ
オ・ドラギによるEU経済の分析と詳細な政策提言である

• イノベーション，脱炭素，地政学的自立を巡る危機に対応するため，EU
経済統合，即ち，市場統合と財政統合の推進を提案している

• ドラギ報告の提案は，危機感共有・第三国への対抗からEU統合が進展し
たという成功体験を踏まえた戦略である

• イノベーション促進は，基軸的位置づけであり，そのための資金供給は必
要条件であるが，十分条件ではなく，「創造的破壊」に対する理解の限界
に起因している

• 提案されている対応策の実行においては，政治状況，地政学的・経済地理
的問題，投資喚起策内在的課題があり，EU域内に緊張をもたらすもので
あろう
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